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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

  

  

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 8,225,307 8,301,472 7,975,748 17,205,616 17,299,330

経常利益 (千円) 143,269 169,607 126,303 503,950 509,027

中間(当期)純利益 (千円) 2,730 23,357 41,303 108,080 126,286

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,460,500 1,460,500 1,460,500 1,460,500 1,460,500

発行済株式総数 (千株) 16,830 16,830 16,830 16,830 16,830

純資産額 (千円) 3,744,101 3,775,583 3,826,272 3,855,371 3,880,614

総資産額 (千円) 12,525,752 12,309,932 13,329,020 13,198,006 12,489,780

１株当たり純資産額 (円) 222.59 224.54 227.60 229.23 230.82

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 0.16 1.39 2.46 6.43 7.51

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 6.00 6.00

自己資本比率 (％) 29.9 30.7 28.7 29.2 31.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △54,057 996,215 △197,757 △831,776 1,152,955

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △117,047 △121,166 △316,310 △287,015 △383,243

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △101,026 △962,519 431,933 518,268 △993,826

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 661,463 245,600 26,822 333,071 108,956

従業員数 (名) 508 510 499 502 501



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社の営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、平成17年５月18日に

中国において、当社と中国の空調設備大手の清華同方人工環境有限公司との共同出資で同方川崎空調設備有限公司を

設立いたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、以下の会社が新たに関連会社となりました。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

名称 住所
出資金 
(千人民元) 

主要な事業内容
出資の割合
(％) 

関係内容 

同方川崎空調設備有限公司 中国 80,000 
吸収冷温水機、冷凍機
の製造、販売、メンテ
ナンス 

50.0
技術供与契約を締結
しております。 

従業員数(名) 499 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加などに支えられ景気は踊り場を脱却し

緩やかな回復基調で推移しました。しかし、一方で、原油価格高騰および素材費高騰などの不安材料もあり、依然とし

て先行き不透明な状況が続いております。 

このような経営環境のなかで、当社は積極的に事業運営に取り組んだ結果、受注高は、前年同期比３億97百万円増の

115億円、売上高は、前年同期比３億25百万円減の79億75百万円となりました。 

事業区分別には、次のとおりです。 

空調事業につきましては、受注高は、機器本体はコージェネレーションに組み込まれるジェネリンクタイプが増加し

たこと、そして、改修改造工事・メンテナンスも増加したことにより前年同期比２億87百万円増の79億33百万円となり

ました。売上高は、機器本体の減少ならびに改修改造工事・メンテナンスの受注残高が少なかったことによる減少によ

り前年同期比1億86百万円減の55億56百万円となりました。 

ボイラ事業につきましては、受注高は、機器本体は大型貫流ボイラのイフリートを中心に増加し、改修改造工事・メ

ンテナンスも増加したことにより前年同期比１億９百万円増の35億67百万円となりました。売上高は、大型物件が納期

の関係で下期にずれたことにより機器本体が減少し、改修改造工事・メンテナンスも減少したことにより前年同期比１

億39百万円減の24億19百万円となりました。 

次に利益面につきましては、コストおよび諸費用の低減に努めましたが、資材費高騰に伴うコスト増により、経常利益

は、前年同期比43百万円減の１億26百万円、中間純利益は、前年同期比17百万円増の41百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、△１億97百万円となりました。前年同期比では、棚卸資産

の増加や仕入債務の増加などにより11億93百万円の減少となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、中国で

の合弁会社、同方川崎空調設備有限公司の設立に伴う出資などにより△３億16百万円（前年同期比１億95百万円減）と

なりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加などにより４億31百万円（前年同期比13億94

百万円増）となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前期末より82百万円減少し、26百万円（前年同期比２億18百万円

減）となりました。 

なお、資金調達については、川崎重工業株式会社グループで運用されておりますＣＭＳ（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）により行っております。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

２ 総販売実績に対する輸出高の割合は10％未満であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

空調事業 5,557,513 △3.2

ボイラ事業 2,419,020 △5.4

合計 7,976,534 △3.9

事業区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

空調事業 7,933,862 3.8 4,649,092 3.1

ボイラ事業 3,567,052 3.2 3,188,998 43.1

合計 11,500,915 3.6 7,838,090 16.3

事業区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

空調事業 5,556,727 △3.3

ボイラ事業 2,419,020 △5.4

合計 7,975,748 △3.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び関連会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、締結した重要な契約は次のとおりであります。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は業界一級の技術で省エネルギー化、顧客ニーズの多様化・高度化に対応できる製品開発を積極的に推進してお

ります。 

当中間会計期間における研究開発費は、119,264千円であり、各事業区分別の研究開発活動及び研究開発費は、次のと

おりであります。 

  

(空調事業) 

空調事業では、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（略称：ＮＥＤＯ）より依託を受け、社団法人日

本ガス協会と共同で開発を進めておりましたガス直焚き三重効用吸収冷温水機の開発を終え、10月に発売を開始いたし

ました。今後は、コージェネレーションシステムの普及拡大に伴う高性能化要求に対応すべく、吸収冷温水機のさらな

る開発に取り組んでいきます。 

当事業に係る研究開発費は、84,325千円であります。 

  

(ボイラ事業) 

ボイラ事業では、大型貫流ボイラ「イフリート」の制御性、メンテナンス性、操作性を改良の主目的としてモデルチ

ェンジした「イフリートマークⅡ」の開発を行い、７月に発売を開始いたしました。 

今後さらなる、ボイラシステムの省エネルギー化、高機能化の開発に取り組んでいきます。 

当事業に係る研究開発費は、34,939千円であります。 

  

  

  

  

  

  

相手方の名称 国籍 契約品目 契約の内容 契約期間 対価 

清華同方人工環境有限公司 中国
吸収冷温水機・ 

冷凍機 
合弁契約

平成17年５月から 
 50年間 

― 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、重要な設備に異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設、除却等の計画の変更 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中でありました下記の設備については、完了年月を平成17年９月から

平成18年１月に変更しております。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、ありません。 

  

(3) 重要な設備の除却等の計画の完了 

特記すべき事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の新設、除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 目的

投資予定金額(千円)
資金調達
方法 

着手年月 
完了予定
年月 

総額 既支払額

滋賀工場 
（草津市） 

空調事業・
ボイラ事業 

マシニング 
センター 

生産性の向上 107,090 84,580 自己資金
平成17年 
４月 

平成18年
１月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,830,000 16,830,000
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 16,830,000 16,830,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 16,830,000 ― 1,460,500 ― 1,228,500



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

  
(5) 【議決権の状況】 
① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 単元未満株式数には当社所有の自己株式810株が含まれております。 
２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株が含まれております。なお、
「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりません。 

  
② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

川崎重工業株式会社 神戸市中央区東川崎町３丁目１番１号 13,970 83.01

川重冷熱取引先持株会 滋賀県草津市青地町1000番地 1,000 5.94

川重冷熱従業員持株会 滋賀県草津市青地町1000番地 169 1.00

宗教法人萬福寺 神戸市北区山田町小部字藤木谷17番地 100 0.59

角南商事株式会社 神戸市中央区御幸通６丁目１番12号 32 0.19

株式会社ヤマニ熱工業 前橋市問屋町２丁目９番地２ 27 0.16

古 市 一 雄 千葉県鴨川市南小町1172番地 25 0.14

大 谷 国 郎 大分県大分郡湯布院町川北２番７号 22 0.13

丸茶株式会社 東京都中央区京橋２丁目８番10号 21 0.12

暁金属株式會社 大阪府寝屋川市点野５丁目２番20号 21 0.12

計 ― 15,387 91.43

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 18,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,726,000 
16,725 ― 

単元未満株式 普通株式 86,000 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 16,830,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,725 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
川重冷熱工業株式会社 

滋賀県草津市 
青地町1,000番地 

18,000 ― 18,000 0.11 

計 ― 18,000 ― 18,000 0.11 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日以後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 428 429 422 412 405 408

最低(円) 385 401 390 380 385 370



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び

当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監

査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

   
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  16,759 26,822 55,216 

２ 受取手形  1,731,035 2,337,103 2,272,081 

３ 売掛金  4,469,699 4,012,412 4,430,882 

４ たな卸資産  1,938,112 2,719,966 1,729,103 

５ 繰延税金資産  230,905 257,728 257,728 

６ その他  378,522 144,837 214,136 

貸倒引当金  △138,804 △151,086 △152,919 

流動資産合計  8,626,230 70.1 9,347,783 70.1 8,806,229 70.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物  782,512 728,401 752,897 

(2) 構築物  196,204 190,787 191,687 

(3) 機械及び装置  603,703 546,335 567,393 

(4) 土地  229,752 229,752 229,752 

(5) その他  202,973 260,527 186,905 

有形固定資産合計  2,015,145 1,955,803 1,928,636 

２ 無形固定資産  206,776 259,137 260,401 

３ 投資その他の資産    

(1) 繰延税金資産  1,190,186 1,211,220 1,215,121 

(2) 投資その他の資産  308,788 589,988 317,973 

貸倒引当金  △37,195 △34,913 △38,580 

投資その他の資産合計  1,461,779 1,766,295 1,494,513 

固定資産合計  3,683,702 29.9 3,981,237 29.9 3,683,551 29.5

資産合計  12,309,932 100.0 13,329,020 100.0 12,489,780 100.0



  

   
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  1,926,622 2,727,935 2,109,918 

２ 買掛金  2,482,496 2,062,379 2,388,329 

３ 短期借入金 ※３ 30,000 533,244 ― 

４ 未払法人税等  60,124 95,843 175,132 

５ 未払消費税等  51,532 9,800 80,726 

６ 未払費用  238,160 242,190 252,783 

７ 前受金  126,986 226,243 47,710 

８ 賞与引当金  325,000 321,000 328,000 

９ 製品保証引当金  33,850 51,900 53,000 

10  受注工事損失引当金  ― 28,394 ― 

11 その他  193,538 207,703 85,854 

流動負債合計  5,468,312 44.4 6,506,634 48.8 5,521,454 44.2

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金  2,955,736 2,866,913 2,974,211 

２ 役員退職慰労引当金  30,000 15,600 29,200 

３ 製品保証引当金  80,300 113,600 84,300 

固定負債合計  3,066,036 24.9 2,996,113 22.5 3,087,711 24.7

負債合計  8,534,348 69.3 9,502,748 71.3 8,609,165 68.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  1,460,500 11.9 1,460,500 11.0 1,460,500 11.7

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  1,228,500 1,228,500 1,228,500 

資本剰余金合計  1,228,500 10.0 1,228,500 9.2 1,228,500 9.9

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  168,800 168,800 168,800 

２ 任意積立金  600,000 600,000 600,000 

３ 中間(当期)未処分利益  313,294 356,652 416,224 

利益剰余金合計  1,082,094 8.8 1,125,452 8.4 1,185,024 9.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  10,841 0.1 19,763 0.1 14,017 0.1

Ⅴ 自己株式  △6,351 △0.1 △7,943 △0.0 △7,426 △0.1

資本合計  3,775,583 30.7 3,826,272 28.7 3,880,614 31.1

負債・資本合計  12,309,932 100.0 13,329,020 100.0 12,489,780 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円)

百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高  8,301,472 100.0 7,975,748 100.0 17,299,330 100.0

Ⅱ 売上原価  6,135,195 73.9 5,896,908 73.9 12,833,429 74.2

売上総利益  2,166,277 26.1 2,078,839 26.1 4,465,900 25.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,986,439 23.9 1,924,654 24.1 3,937,648 22.8

営業利益  179,837 2.2 154,184 2.0 528,252 3.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  16 73 148 

２ その他  9,448 10,401 17,803 

営業外収益合計  9,464 0.1 10,474 0.1 17,952 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  3,440 2,299 4,596 

２ その他  16,255 36,056 32,580 

営業外費用合計  19,695 0.2 38,355 0.5 37,177 0.2

経常利益  169,607 2.1 126,303 1.6 509,027 2.9

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入益  16,289 0.1 ― ― ― ―

特別利益合計  16,289 ― ― 

Ⅶ 特別損失    

  １ ゴルフ会員権売却損  ― ― 2,575 

２ 退職給付債務会計 
  基準変更時差異償却  102,539 ― 205,078 

特別損失合計  102,539 1.2 ― ― 207,653 1.2

税引前中間(当期)純利益  83,357 1.0 126,303 1.6 301,373 1.7

法人税、住民税及び事業税 ※２ 60,000 0.7 85,000 1.1 229,000 1.3

法人税等調整額  ― ― ― ― △53,913 △0.3

中間(当期)純利益  23,357 0.3 41,303 0.5 126,286 0.7

前期繰越利益  289,937 315,349 289,937 

中間(当期)未処分利益  313,294 356,652 416,224 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税引前中間(当期)純利益 83,357 126,303 301,373

２ 減価償却費 144,635 146,118 308,289

３ 退職給付引当金(役員含む)の減少額 △51,385 △120,897 △33,711

４ 賞与引当金の増減額(減少は△) 7,000 △7,000 10,000

５ 製品保証引当金の増加額 15,750 28,200 38,900

６ 貸倒引当金の減少額 △19,000 △5,500 △3,500

７ 受注工事損失引当金の増加額 ― 28,394 ―

８ 受取利息及び受取配当金 △356 △459 △1,330

９ 支払利息 3,440 2,299 4,596

10 固定資産除却損 4,098 5,749 8,813

11 売上債権の減少額 1,190,636 539,378 615,196

12 たな卸資産の増加額 △341,376 △991,182 △110,935

13 仕入債務の増減額(減少は△) △3,752 292,066 85,376

14 未払消費税等の減少額 △42,658 △70,926 △13,465

15 その他流動資産の減少額 77,085 19,824 53,255

16 その他流動負債の増減額(減少は△) △8,361 △13,987 29,085

17 その他 138 2,006 2,605

小計 1,059,251 △19,611 1,294,550

18 利息及び配当金の受取額 297 432 865

19 利息の支払額 △2,764 △2,290 △3,899

20 法人税等の支払額 △60,569 △176,288 △138,560

営業活動によるキャッシュ・フロー 996,215 △197,757 1,152,955

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形固定資産の取得による支出 △81,963 △30,460 △251,741

２ 有形固定資産の売却による収入 6,752 4,972 6,917

３ 無形固定資産の取得による支出 △43,392 △27,093 △139,132

４ 関連会社への出資による支出 ― △261,656 ―

５ 差入保証金(敷金等)の増減額（増加は△） △2,563 △2,072 712

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,166 △316,310 △383,243

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増減額(純減少は△) △860,000 533,244 △890,000

２ 配当金の支払額 △100,615 △100,794 △100,847

３ その他 △1,904 △516 △2,978

財務活動によるキャッシュ・フロー △962,519 431,933 △993,826

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △87,470 △82,134 △224,114

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 333,071 108,956 333,071

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 245,600 26,822 108,956



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

 (1) たな卸資産 

      

  ① 製品・仕掛品  個別法による原価法によ

り評価しております。 

同左 同左 

  ② 原材料・貯蔵

品 

 移動平均法による原価法

により評価しております。 

同左 同左 

 (2) 有価証券 

  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)により評価して

おります。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  …決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)により評価して

おります。 

   時価のないもの 

  …移動平均法による原

価法により評価して

おります。 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

 (1) 有形固定資産  定率法によっておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっており

ます。 

同左 同左 

 (2) 無形固定資産  定額法によっておりま

す。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっ

ております。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準       

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

 (2) 賞与引当金  従業員の賞与の支払いに

備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

同左 同左 

 (3) 製品保証引当金  保証期間中の製品に係る

保証費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎に当

該中間期の売上に対応する

保証費用の見積額を計上

し、保証期間に亘り均等に

取崩すこととしておりま

す。 

同左  保証期間中の製品に係る

保証費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎に当

期の売上に対応する保証費

用の見積額を計上し、保証

期間に亘り均等に取崩すこ

ととしております。 

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差

異(1,025,390千円)につい

ては、５年による按分額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により按分した額を発

生の翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 なお、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとして

おります。 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当期末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異(1,025,390千円)につい

ては、５年による按分額を

費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

額法により翌期から費用処

理することとしておりま

す。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) 役員退職慰労引

当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額相当額

を計上しております。 

（追加情報） 

 平成16年５月に役員退職

慰労金制度を改定したこと

に伴い、同年６月までは改

定前の内規に従った額を計

上しておりますが、同年７

月以降については改定後の

内規に従い新たな計上は行

っておりません。 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

同左 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

同左 

(6) 受注工事損失引

当金 

―――  受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間会

計期間末の未引渡工事のう

ち、損失が発生すると見込

まれ、かつ、中間会計期間

末時点で当該損失額を合理

的に見積もることが可能な

工事について、損失見積額

を計上しております。 

――― 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来す

る短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

      

   消費税等の会計

処理について 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。なお、仮払

消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ、「未払消

費税等」として計上してお

ります。 

同左  消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

項目 
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

5,473,471千円 5,585,424千円 5,538,052千円 

 ２ 保証債務  従業員住宅資金の銀行借

入金に対する保証債務は、

48,374千円であります。 

 従業員住宅資金の銀行借

入金に対する保証債務は、

29,567千円であります。 

 従業員住宅資金の銀行借

入金に対する保証債務は、

37,003千円であります。 

※３ 極度貸付契約及

び貸出コミット

メント 

―――  当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため親会社

川崎重工業株式会社と極度

貸付契約及び貸出コミット

メント契約を締結しており

ます。 

 当中間会計期間末におけ

る極度貸付契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりで

あります。 

極度貸付契約及び貸出コミ

ットメント契約の総額 

  1,750,000千円 

借入実行残高533,244千円 

差引額   1,216,755千円 

 当社は、運転資金の効率

的な調達を行うため親会社

川崎重工業株式会社と極度

貸付契約及び貸出コミット

メント契約を締結しており

ます。 

  

  

  

  

  

極度貸付契約及び貸出コミ

ットメント契約の総額 

1,750,000千円 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額       

    有形固定資産 122,155千円 113,187千円 258,448千円 

    無形固定資産 22,480千円 32,930千円 49,841千円 

※２ 法人税、住民税

及び事業税 

 当中間会計期間における

税金費用については、簡便

法により計算しているた

め、法人税等調整額は「法

人税、住民税及び事業税」

に含めて表示しておりま

す。 

同左 ――― 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び 

預金勘定 
16,759千円

流動資産その他

に含まれる 

親会社預け金 

228,840千円

現金及び 

現金同等物 
245,600千円

   

現金及び 

預金勘定 
26,822千円

流動資産その他

に含まれる 

親会社預け金 

―千円

現金及び 

現金同等物 
26,822千円

   

現金及び 

預金勘定 
55,216千円

流動資産その他

に含まれる 

親会社預け金 

53,740千円

現金及び 

現金同等物 
108,956千円

   



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

に係る注記 

      

①リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び中

間期末(期末)残高相

当額 

      

  
  

工具、器具
及び備品 

工具、器具
及び備品 

工具、器具 
及び備品 

 取得価額相当額   50,849千円   50,849千円   50,849千円

 減価償却累計額 
 相当額 

  22,784千円 35,496千円 29,230千円

 中間期末(期末) 
 残高相当額 

  28,065千円 15,353千円 21,619千円

  (注) 取得価額相当額は、

有形固定資産の中間

会計期間末残高等に

占める未経過リース

料中間会計期間末残

高の割合が低いた

め、「支払利子込み

法」により算定して

おります。 

(注)   同左 (注) 取得価額相当額は、

未経過リース料期末

残高が有形固定資産

の期末残高等に占め

る割合が低いため、

「支払利子込み法」

によっております。 

②未経過リース料中間

期末(期末)残高相当

額 

１年以内 12,712千円

１年超 15,353千円

計 28,065千円

１年以内 10,128千円

１年超 5,224千円

計 15,353千円

１年以内 12,342千円

１年超 9,276千円

計 21,619千円

  (注) 未経過リース料中間

会計期間末残高相当

額は、未経過リース

料中間会計期間末残

高が有形固定資産の

中間会計期間末残高

等に占める割合が低

いため、「支払利子

込み法」により算定

しております。 

(注)    同左 (注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経

過リース料期末残高

が有形固定資産の期

末残高等に占める割

合が低いため、「支

払利子込み法」によ

っております。 

③当中間期(当期)の支

払リース料、減価償

却費相当額 

      

 支払リース料 5,707千円 6,356千円 12,063千円 

 減価償却費相当額 5,707千円 6,356千円 12,063千円 

④減価償却費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

（１）通貨関連 

(注) １ 時価の算定方法 

  為替予約取引は、先物相場を使用しております。 

２ デリバティブ取引の評価については、中間会計期間の末日現在の時価により評価しております。 

３ 当社では、実需原則に基づき、為替の変動リスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を導入しており、投機や

ディーリング取引を目的としたデリバティブ取引は行っておりません。 

  

（２）金利関連 

該当事項はありません。 

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

  
株式 
  

26,598 44,800 18,201 26,598 59,779 33,180 26,598 50,132 23,533

区分 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円) 

その他有価証券  

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

10,477 10,477 10,477

種類 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

契約額等 

(千円) 

時  価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

契約額等 

(千円) 

時  価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

契約額等 

(千円) 

時  価 

(千円) 

評価損益 

(千円) 

為替予約                  

売建 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

買建 ― ― ― 278,943 278,272 △670 ― ― ― 

合計 ― ― ― 278,943 278,272 △670 ― ― ― 



(持分法損益等) 

  

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 
 損益等からみて重要性が乏しいた

め記載しておりません。 
該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 224.54円 １株当たり純資産額 227.60円 １株当たり純資産額 230.82円

１株当たり中間純利益 1.39円 １株当たり中間純利益 2.46円 １株当たり当期純利益 7.51円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 23,357 41,303 126,286

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円) 23,357 41,303 126,286

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,816 16,817 16,815



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第34期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月14日

川重冷熱工業株式会社 

取 締 役 会   御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川重冷

熱工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第34期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、川重冷熱工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月14日

川重冷熱工業株式会社 

取 締 役 会   御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川重冷

熱工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第35期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、川重冷熱工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間キャッシュ・フロー計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/29
	pageform2: 2/29
	form1: EDINET提出書類  2005/12/19 提出
	form2: 川重冷熱工業株式会社(349188)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/29
	pageform4: 4/29
	pageform5: 5/29
	pageform6: 6/29
	pageform7: 7/29
	pageform8: 8/29
	pageform9: 9/29
	pageform10: 10/29
	pageform11: 11/29
	pageform12: 12/29
	pageform13: 13/29
	pageform14: 14/29
	pageform15: 15/29
	pageform16: 16/29
	pageform17: 17/29
	pageform18: 18/29
	pageform19: 19/29
	pageform20: 20/29
	pageform21: 21/29
	pageform22: 22/29
	pageform23: 23/29
	pageform24: 24/29
	pageform25: 25/29
	pageform26: 26/29
	pageform27: 27/29
	pageform28: 28/29
	pageform29: 29/29


